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1995 年の創立以来、「誠実と信用、深慮、勤勉、進取」の企業文化の下、華誠は 400 名以上のエキスパ
ートを有し、全面的なサービスを行う法律サービス集団として発展してまいりました。華誠が常に堅持して
きたハイクオリティのサービス理念と広範囲にわたるサービスの提供により、世界的にも知名度のある多く
の企業が各種法律意見を求める際、及び知的財産権に関するサービスを求める際には、先ず華誠をお選び頂
いております。これは華誠が専門チームを構築し、クライアント様へのハイクオリティで多様なサービスの
提供を続けてきたことによるものであり、全国で最も優秀な法律事務所の 1 つとしても選ばれ、中国トップ
クラスの知的財産権サービスチームの栄誉を獲得しました。
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華誠律師事務所は 1995 年に設立され、中国において最も
早くから渉外法律サービスを提供してきた法律事務所の一つ
です。上海に本部を置き、北京、香港、ハルビン、蘭州、煙台、
広州、シカゴ、東京などの地域にて支所又は分室を設立して
おります。

20 年にわたり、華誠は商事戦略配置、企業運営と管理、
権利商業化及び伝統的な権利行使等の業務分野での抜きん出
た業績で各業界の顧客から好評を博し、認められています。
華誠は顧客の商業利益を重視し、文化娯楽産業、贅沢品業、
ハイテク業、軽工業、重工業及び金融先物業の何れにおいて
も豊富な経験を持ちます。最も早く ISO9001 国際品質体系
標準認証を受けた法律サービス機構として、華誠はサービス
プロセスと品質管理を始終厳しく徹底し、一流の渉外事務所
の風格と水準を守っています。

華誠は Chambers and Partners、The Legal 500 等多
数の国際的に認められた法律評価機構から「トップクラスの
知的財産法律事務所」の称号を受けています。それに、華誠
は「全国優秀律師事務所」、「中国において最も信頼できる
知的財産事務所」、「上海市渉外コンサル機構 A クラス資質」、
「上海市契約信用 A+ ランク企業」、「上海裁判所初の一級
破産管理人」等の資質と称号を獲得しました。

華誠の本部は上海に置かれ、北京及び蘭州に支社が設立
されております。華誠の特許代理業務は化学、生物、医薬、
機械、電子、通信、光学、物理、意匠、検索、特許有効性分
析、権利侵害分析、無効宣告請求、訴訟、特許コンサルティ
ング等を含み、クライアント様にサービスを提供する特許代
理部を設立いたしました。各特許代理部の代理人は豊富な代
理経験を持ち、複数の言語で直接案件を処理することができ
ます。

また、華誠は独自に開発した業務管理システムを有し、通
常のファイル管理、時限モニター機能のほか、拒絶理由通知
と回答を分析し、統計する独特の機能を持っており、同統計
データは代理人の業務レベルの評価と仕事改善に利用でき、
かつ依頼人に特許の分析・評価用として提供することができ
ます。

華誠律師事務所の紹介

華誠知識産権代理有限公司の紹介
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最高法院が不正競争防止法の司法解釈を公布

最近、最高人民法院は「『中華人民共和国不正競争防止法』の適用についての若干の問題に関する解釈」（以

下、「解釈」という）を公布し、3月 20日から施行した。

「解釈」は合計29条であり、改正版不正競争防止法によると、不正競争防止法第2条、模倣混同、虚偽宣伝、

インターネットにおける不正競争行為などの問題を中心に、細分化して規定している。このうち、模倣混同の

問題について、「解釈」では 11の条文を通じて、不正競争防止法第 6条の「模倣混同」の規定を以下の 3つ

の面から細分化した。1、「解釈」第 4条にて「一定の影響を及ぼす」標識の意味と認定の考慮要素を明確に

している。2、「解釈」第 7条にて商標法の使用・登録禁止の範囲に属する標識も不正競争防止法の保護を受

けられないことを明確にしている。3、「市場主体登録管理条例」第 2条の規定を参照し、名称が保護される

市場主体の範囲を細分化している。

最高人民法院　より

最高法院がインターネット消費紛争事件の
司法解釈を公布

最近、最高人民法院は「インターネット消費紛争

事件の審理における法律適用の若干の問題に関する

規定（一）」（以下、「規定」という）を公布し、3

月 15日から施行した。

「規定」は合計 20条であり、主にインターネット

消費契約の権利義務、責任主体の認定、生配信営業

の民事責任、飲食デリバリーの民事責任などの面に

ついて規定している。このうち、「規定」では生配

信営業プラットフォームの責任を明確にしており、

これには生配信営業プラットフォームの自営責任、

生配信運営者の真実の情報を提供できない場合の優

先責任、食品経営資質審査義務を果たしていない連

帯責任、及び不法行為を知っているか、知るべき状

況における連帯責任が含まれている。「規定」では

また、ネット飲食サービスプラットフォームの経営

者が法に基づいてネット飲食サービス提供者に対す

る実名登録、許可証の審査を行わず、または報告、

ネット取引プラットフォームのサービス提供の停止

などの義務を履行せず、消費者の合法的権益が損害

を受けた場合、消費者はネット飲食サービスプラッ

トフォームの経営者とネット飲食サービス提供者が

連帯責任を負うと主張する権利を有することに言及

している。

最高人民法院　より

両部門が「市場参入ネガティブリスト（2022
年版）」を制定·発行

3 月 25 日、国家発展改革委員会、商務部は共同で

「市場参入ネガティブリスト（2022年版）」（以下、

「リスト」という）を発行するとともに通知を出し、

関連業務を手配した。「リスト」は公布日から施行

された。

「リスト」には、参入禁止事項が 6項目、参入許

可事項が111項目、合計117項目が記載されており、

2020 年版より 6項目減少している。市場参入ネガテ

ィブリストは禁止と許可の 2種類の事項に分かれて

おり、そのうち、参入禁止事項については、市場主

体は参入してはならず、行政機関は審査許可・認可

をせず、関連手続きをしてはならない。市場参入ネ

ガティブリスト以外の業界、分野、業務などについ

ては、各種の市場主体はいずれも法に基づいて平等

に参入することができる。通知では、「全国一枚の

リスト」の管理要求を厳格に実行し、政府の監督管

理責任を確実に履行し、市場参入ネガティブリスト

に違反した事例の集約と通報制度を確立するなどの 5

つの面から、関連業務に対して要求を出している。

国家発展改革委員会　より
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両部門が意匠特許年金、個別指定料基準
を明確化

最近、国家発展改革委員会、財政部が連合で「意

匠特許年金、個別指定料基準に係る問題に関する通

知」( 以下「通知」という ) を出し、2022 年 5 月 5

日から施行される。

「通知」では次のように規定している。1、意匠特

許の第11～15年目の年金基準を年間3,000元とする。

2、個別指定料基準は、第1期(1～ 5年)を4,100元、

第2期 (6～ 10年 )を 7,600元、第3期 (11～ 15年 )

を 15,000 元とする。3、料金徴収機関は上記の規定

を厳格に実行することとし、無断で料金項目を増や

し、徴収範囲を拡大し、料金徴収基準を変更しては

ならない。4、価格、財政、市場監督管理部門は、当

該通知の遂行状況に対する監督検査を強化し、規定

に従わずに料金徴収基準を執行した場合は、法律に

より処罰する。

国家発展改革委員会　より

国家知識産権局、悪意ある商標の登録行為を引き続き厳しく取締り

4月 13日、国家知識産権局は「悪意ある商標の登録行為を引き続き厳しく取り締まることについての通知」

（以下、「通知」という）を出した。

「通知」では、「整理の重点を強化し、典型的な行為を取り締まる」、「モニタリング注意喚起を強化し、

精確な識別を実現する」、「システムガバナンスを強化し、法に基づいて厳しく処罰する」などの 8つの面か

ら要求を出している。「通知」では、人民大衆の関心と社会世論の関心にさらに焦点を当て、「商標審査審理

指南」に規定された使用を目的としない悪意ある商標の登録出願のいくつかの状況に基づき、「商標のストッ

ク」「ブランドの不正利用」「フリーライド」「ホットスポットへの便乗」を際立たせた表現とする商標の悪

意あるストック行為及び商標の悪意ある抜け駆け登録行為の整理を強化している。「重大な公共衛生事件など

の重大で敏感な事件、突発事件特有の語彙を悪意をもって抜け駆け登録する行為」など、信義誠実の原則に違

反し、公序良俗に違反し、不正な利益を得て、商標登録の秩序を撹乱する 10種類の典型的な違法行為を重点

的に取り締まるとしている。

国家知識産権局　より

知的財産権

　華誠は、知的財産権の業務分野において

業界での先進的な地位に立ち、豊かな経験を

有しています。最も早く渉外特許の代理資格を

獲得した知的財産権サービス機関の一つとし

て、華誠の知的財産権業務は、商標、特許、著

作権、及び各種の新しいタイプの知的財産権

の代理とコンサルティング業務、権利行使・訴

訟業務、及び商事知的財産権法律業務などを

カバーしています。

華誠がご提供しているサービスには、主に

次のことが含まれています。

● 知的財産権代理及びコンサルティング業

務

● 知的財産権の権利行使及び訴訟業務

● 商事知的財産権法律業務
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市場監督管理総局が全国商業秘密保護イノベーションの試行作業をスタート

最近、国家市場監督管理総局は「全国商業秘密保護イノベーションの試行作業方案」（以下、「方案」という）」

を出した。

「方案」によると、商業秘密保護イノベーション

の試験を行う地域を選定することで、3年間にわた

ってガバナンスのレベルと保護の効率を向上させ、

商業秘密保護作業を新たなステップに進める。その

ために、「方案」では商業秘密保護制度のイノベー

ションの強化、商業秘密保護事業体制の健全化、商

業秘密保護の監督管理に係る法執行の強化など 6つ

の任務を設定している。そのうち、「方案」では、

健全な制度・規則を作ることを指摘している。試験

地域はそれぞれの経済発展の傾向と特徴を踏まえて、発展のニーズに合った保護制度・規則の策定を検討する。

重点産業、特色産業、特に新経済新産業新業態新モデルの保護を強化する。知識集約型企業、技術集約型企業、

革新型企業、老舗企業に対する保護を強化する。各地での実践に基づいて、統一規範となる全国商業秘密保護

ガイドラインを形成する。

国家市場監督管理総局　より

知的財産権
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とデータ保護

工業・情報化部弁公庁がテレマティクス
・ネットワークセキュリティとデータセ
キュリティ標準体系構築指南を制定·発行

最近、工業・情報化部弁公庁は「テレマティクス

・ネットワークセキュリティとデータセキュリティ

標準体系構築指南」（以下、「指南」という）を公

布した。

「指南」では、2025 年までにより完全なテレマテ

ィクス・ネットワークセキュリティとデータセキュ

リティの標準体系を形成するとしている。100項以上

の標準の研究開発を完成させ、細分化した分野に対

する標準のカバレッジを高め、標準のサービス能力

を強化し、標準の応用レベルを高め、テレマティク

ス産業の安全で健全な発展を支える。「指南」には、

構築内容に標準体系の枠組み図、重点分野および方

向性が含まれており、全体と基礎的共通性、端末と

設備のネットワークセキュリティ、ネットワーク通

信のセキュリティ、データセキュリティ、アプリケ

ーションサービスのセキュリティ、セキュリティの

保障とサポートなどの 6つの部分があることが明記

されている。このうち、データセキュリティの標準は、

主にスマートコネクテッドカー、テレマティクスプ

ラットフォーム、車載アプリケーションサービスな

どのデータセキュリティと個人情報保護の要件を規

範化しており、通用要件、分類レベル、データの国

外移転のセキュリティ、個人情報保護、アプリケー

ションデータセキュリティ等の 5つの基準が含まれ

ている。

工業・情報化部　より

国家インターネット情報弁公室が「未成
年者インターネット保護条例」について
再び意見募集

最近、国家インターネット情報弁公室は「未成年

者インターネット保護条例（意見募集稿）」（以下、

「意見募集稿」という）」を出し、再び意見を求めた。

意見のフィードバックは既に締切りとなっている。

「意見募集稿」は7章67条であり、主な内容は、1、

未成年者のネットリテラシー育成の強化に関する。2、

ネットワーク情報コンテンツに対する規則の強化に

関する。3、未成年者の個人情報保護の強化に関する。

4、未成年者のネットワーク中毒の予防と管理の強化

に関する。このうち、「意見募集稿」では、インタ

ーネットゲーム、インターネット生中継、インター

ネット音声映像、ソーシャルネットワーキングなど

のインターネットサービスの提供者が対策を講じ、

未成年者のインターネット製品およびサービスの利

用における 1回の消費額と 1日の累計消費額を合理

的に制限すべきであり、未成年者の民事行為能力に

そぐわない有料サービスを提供してはならないと要

求している。このほか、「意見募集稿」では違法行

為に対する相応の法的責任についても規定している。

国家インターネット情報弁公室　より



第 8 ページネットワークセキュリティ
とデータ保護

国家インターネット情報弁公室が「インターネットポップアップ情報プッシュ通知
サービス管理規定」について意見募集

最近、国家インターネット情報弁公室は「インターネットポップアップ情報プッシュ通知サービス管理規定

（意見募集稿）」（以下、「意見募集稿」という）を起草し、社会に向けて公開で意見を求めた。

「意見募集稿」によると、インターネットのポップアップ情報プッシュ通知サービスは、ユーザーの中毒化

や過剰消費などを誘発する法律・規定や倫理・道徳に反するアルゴリズムモデルを設けてはならない。パーソ

ナライズされたポップアップサービスを濫用してはならず、アルゴリズムを利用して情報をブロックし、過度

な推奨等をしてはならない。アルゴリズムを濫用して未成年のユーザーにペルソナを設定し、心身の健康に影

響を与える可能性のある情報を未成年のユーザーにプッシュ通知してはならない。また、「意見募集原稿」で

は、ポップアップで広告情報をプッシュ通知するためには、内容についてコンプライアンス審査を行わなけれ

ばならず、国の法律・規定に違反してはならないこと、識別可能性を有し、顕著に「広告」と表示し、ユーザ

ーに明示しなければならないこと、ポップアップ広告がワンクリックで閉じるよう保証することを強調してい

る。また、ポップアップによる情報のプッシュ通知方式で第三者のリンクや QRコードなどに悪意的にリダイ

レクト・ジャンプする情報を提示してはならず、ポップアップ情報のプッシュ通知サービスを通じてユーザー

がクリックするよう誘導し、トラフィックの偽造やハイジャックを実行してはならない。

国家インターネット情報弁公室　より



第 9 ページ銀行と金融

中国証券監督管理委員会が「株式初回公開発行及び上場管理弁法」を改正

4月 11日、中国証券監督管理委員会は「『株式初回公開発行及び上場管理弁法』の改正に関する決定」（以

下、「決定」という）を公布し、公布日から施行された。

「決定」における「弁法」改正についての全体的な考え方は、上海・深センのメインボードにて実施する

株式発行承認制度を変更しないことを前提に、発行者の設立満3年に関する規則をメインボード、科創ボード、

創業ボードで統一して適用するために、「弁法」の第 9条第 1項を改正する。改正後の「弁法」の全体構成は

変わらず、総則、発行条件、発行手続、情報開示、監督・管理と処罰、附則の 6章に分かれており、合計 59

条となっている。改正された内容については、第 9条第 1項を「発行者は株式会社の設立後、継続経営期間が

3年以上でなければならない。」に改めた。

中国証券監督管理委員会　より


